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カンボジアにおける模倣品対策 

 

6.1 政府の政策、誓約、行動計画及び実績 

政府の政策及び誓約 

カンボジア王国政府（以下、政府という）は、知的財産分野の発展に関して大きく進展した。現在、知的財

産は、カンボジアの貿易の発展をもたらす、法律が整備された分野の一つである。知的財産分野の発展

は、WTO 加盟国としてのカンボジアの義務に基づいている。2004 年のカンボジアの WTO への加盟の

前後に、カンボジアは規制の枠組みを強化するために様々な知的財産法を採択した。 

2014 年、政府は、カンボジアの貿易を発展させるために、貿易セクター・ワイド・アプローチ (Trade 

Sector-Wide Approach)を含む、カンボジア貿易統合戦略 2014－2018 (Cambodia Trade Integration 

Strategy for 2014–2018)を発表した。商務省によって進められたカンボジア・貿易セクター・ワイド・アプロ

ーチを実施するための 2016 年から 2020 年の中期計画は、貿易を促進するために「近代的で、貿易を

支援する知的財産権の枠組み」が実施・履行される必要であることを認めている117。この目標を達成する

ために必要とされる短期－中期措置には、「知的財産教育及びその履行のために強化された法律制度」

及び「カンボジアの国家知的財産戦略の実施」が含まれる。 

2008 年、国家知的財産権委員会(NCIPR)が、政令118によって設立され、そして、WTO 加盟国としてのカ

ンボジアの遵守を徹底し、政府により掲げられた上記の貿易目標を達成するために、国家知的財産戦略

の策定の任務を負う。国家知的財産戦略では、次の目標が明らかにされた。 

目標 1: カンボジアの経済発展を支援する、知的財産サービスを提供・使用するカンボ

ジア経済機構内の能力及び許容量の向上 

目標 2: カンボジアの農業、商業、工業及び文化の分野、並びに観光業を支援する、知

的財産戦略、知的財産サービス、及び実施を遂行するカンボジア政府内の能

力及び許容量の向上 

目標 3: カンボジア企業による知的財産システムの利用増加を支援する、国境付近の

人々への知的財産の経済的役割の認知度及び理解の向上 

目標 4: カンボジアの経済的・社会的ニーズに適合する国際基準を適用するカンボジア

の知的財産法の立案及び維持119 

これらの目標を達成するために、37 の構想が次の 6 つの主要分野：農業、文化、教育、健康、工業・商

業、及び観光業で発案された。これらの構想は、2013 年から 2023 年に渡る、短期、中期、そして長期構

想に分類される。 

                                                   

117 http://www.moc.gov.kh/tradeswap/userfiles/file/uploadedfiles/Job/MTP.2016-20202_4_2016_16_5_32.pdf 
118 No.142 ANKR.BK dated 18 August 2008 on the Establishment of the National Committee for Intellectual 

Property Rights. 
119 http://www.moc.gov.kh/tradeswap/userfiles/file/uploadedfiles/Job/9.IPStrategy-DetailsObjectives-Initiatives-

Final5_21_2013_1_50_54.pdf 

http://www.moc.gov.kh/tradeswap/userfiles/file/uploadedfiles/Job/MTP.2016-20202_4_2016_16_5_32.pdf
http://www.moc.gov.kh/tradeswap/userfiles/file/uploadedfiles/Job/9.IPStrategy-DetailsObjectives-Initiatives-Final5_21_2013_1_50_54.pdf
http://www.moc.gov.kh/tradeswap/userfiles/file/uploadedfiles/Job/9.IPStrategy-DetailsObjectives-Initiatives-Final5_21_2013_1_50_54.pdf
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国家知的財産権委員会(NCIPR)は、国家知的財産戦略としてこれらの目標を達成するために 2 つの小委

員会、すなわち、(1)実施小委員会、(2)教育及び国民意識小委員会を設立する予定である120。 

商務省知的財産局(DIPR)は、国家知的財産権委員会の事務局として機能し、そして、その役割において、

商務省知的財産局(DIPR)は世界知的所有権機構(WIPO)等の開発パートナーからの技術支援を整理し

利用する。 

政府の措置 

2002年から、政府は、知的財産権に関する次の法律を採用した。 

 標章、商号及び不正競争に関する法律 

 特許、実用新案証及び意匠に関する法律 

 著作権及び関連する権利に関する法律 

 植物育成者の権利及び植物品種の保護に関する法律 

 地理的表示に関する法律 

 

これらの法律には、実施する手続を定めた様々な政令及び省令が設けられた。 

知的財産局(DIPR)の局長は、知的財産局(DIPR)が国境措置を含む知的財産権の行使のための手続に

関する政令を立案中である旨を述べた。この規則は、カンボジアの各執行当局の手続及び責務を詳しく

説明するものである121。現在、権利者の知的財産権を行使する場所及び方法、並びに利用できる権利の

種類がしばしば明らかではないことがあるので、このような進展は特に、民間企業に歓迎されている。 

法律及び規則の採用に加えて、知的財産局(DIPR)は、カンボジアにおいて商標弁理士(licensed legal 

mark agent)になるための研修を行う責務がある。このような人々は、商標登録手続に関して、法律によっ

て知的財産局(DIPR)に対して知的財産権者を代理する権限が与えられる。そして、彼らのライセンスは彼

らが裁判においてクライアントを代理することを認めるものではないが、彼らは知的財産局(DIPR)に対する

行政手続に関してクライアントを代理することができる。 

知的財産局(DIPR)の研修は厳格であり、知的財産局(DIPR)は、過去 4 年間の 4 回の研修で、最近の試

験に合格した半数の受講者についてのみ卒業させた。 

政府は定期的に、知的財産の理解と、知的財産が経済活動及びビジネスを作り上げるためにどのように

用いることができるかについての理解とを高めるために、商標弁理士及び民間企業に対するセミナー及

び研修を計画している。さらに、知的財産局(DIPR)は、イベントを開催し、主に公衆に、模倣品の危険性と、

知的財産がカンボジアの一般大衆の利益に利用され得る方法とに関する情報を広めている。 

知的財産分野の専門家に対する政府開催のイベントの一例は、特許協力条約(PCT)に関して、工業・手

工芸省(MIH)及びWIPO により計画された 2017 年 2 月 28 日のセミナーである。このセミナーでは、PCT

制度の機能及び手続、及び、PCTへのカンボジアの加盟がどのように有益であるかについて説明した。 

                                                   

120 “Message of (the) Director (of the DIPR)” –  

http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=37&childMasterMenuId=37&lang=en 
121 “Message of (the) Director (of the DIPR)” –  

http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=37&childMasterMenuId=37&lang=en 

http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=37&childMasterMenuId=37&lang=en
http://www.cambodiaip.gov.kh/TemplateTwo.aspx?parentId=2&menuid=37&childMasterMenuId=37&lang=en
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同様のイベントが、2017 年 3 月 1 日、工業・手工芸省(MIH)及び WIPO により開催され、意匠と、ハーグ

制度が意匠の国際寄託にどのように用いられているのか説明があった。このイベントでは、WIPO からの

専門家と工業・手工芸省(MIH)からの専門家がまねかれ、新制度の手続的側面を説明するだけでなく、知

的財産の専門家の関心事についても説明した。 

民間企業だけでなく一般公衆に対する毎年の大きなイベントは、世界知的所有権の日(World IP day)で

ある。今年のイベントは、プノンペンで 4 月 25 日に開催され、カンボジア人の生活を向上するために役立

てられる知的財産権についての情報を公衆に与える様々な催しが催された。権利行使の問題に関するパ

ネリストとして、知的財産局(DIPR)の局長Mr. OP Rady及び Tilleke & Gibbins のカンボジアオフィスのマ

ネージングパートナーMr. John King と並んで、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の委員長 Mr. 

MEACH Sophanaが出席した。 

さらに、知的財産権者は通常、模倣品を識別する方法に関して特別な知見を有するので、民間企業は、

模倣品を識別する当局職員の研修を行い、当局を支援している122 。 

民間企業のこのような支援の例として、Tilleke & Gibbinsの税関への研修イベントがある。国家知的財産

権委員会(NCIPR)と知的財産局(DIPR)との共催で、最近のこのようなイベントは 2016 年 11 月 22 日開催

された。 

このような税関研修イベントは、政府職員間の意識向上と模倣品に対する措置を講じる政府職員を教育

することを目的として、丸一日の講習会である。 

また、このようなイベントは、ブランド品の専門家によって、政府職員が模倣品を特定できる方法、商品が

模倣品であるか確認するために政府職員が連絡すべき人、そして、さらなる強制措置について話し合うた

めに知的財産権者に連絡する方法に関して研修が行われる。正規品と模倣品が展示され、そして、正規

品の隣に実際の模倣品を見て、相違点を学ぶ機会を政府職員に与える。 

  

                                                   

122 http://www.phnompenhpost.com/business/officials-trained-fake-goods and 

http://www.tilleke.com/sites/default/files/2017_Feb_Brand_Awareness_Training_Cambodia_Thailand.pdf 

http://www.phnompenhpost.com/business/officials-trained-fake-goods
http://www.tilleke.com/sites/default/files/2017_Feb_Brand_Awareness_Training_Cambodia_Thailand.pdf
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2016 年開催の Tilleke & Gibbins 税関研修で展示された模倣品及び正規品 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

出典: Tilleke & Gibbins 

 

これらのイベントはカンボジア当局に評判が高く、当局職員は喜んで出席し、有益な研修を受けている。

知的財産権者は、政府職員が様々な種類の模倣品を確認でき、知的財産権のブランド品をカンボジア及

びその他の国々で保護できるので、熱心に参加している。 

一流日本化粧品ブランド、そして、アメリカ及びヨーロッパの有名ブランドの企業は、ブランドの専門家をイ

ベントに出席させることによって参加している。また、政府職員と知的財産権者との間の情報交換は、カン

ボジアにおける強制措置に関する有益な見識を知的財産権者に与える。 

 

Tilleke & Gibbins 税関研修イベントで、ブランド専門家による研修を受ける政府職員 

 

出典: Tilleke & Gibbins 

民間企業による支援の他の形態は、カンボジアの大手医薬品輸入業者と共にカンボジア模倣品対策委

員会(CCCC)がクメール語の小冊子及び他の販売資料を印刷し、公衆に医薬品及び化粧品の模倣品の
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危険性について知らせることである。民間企業は、強いメッセージを公衆に示すために自分達の専門性

及び他の知見を与え、資料の印刷等による情報の提供を行っている。 

政府の実績 

政府は、カンボジアにおける知的財産権の強化に力を注いでいる。上述の法律及び規則に力を入れる以

外に、政府は、国際条約の義務を果たし、また登録制度を現代化する対策を施している。新しい実施制

度は、省庁そして民間企業にとってプロセスを簡素化する。最近の政府の実績の一部を本章で説明する。 

マドリッド議定書  

特筆すべき実績は、マドリッド議定書へのカンボジアの最近の加盟である。マドリッド議定書に支配される

標章の国際登録に関するマドリッド協定は、東南アジア中で人気を得ている。東南アジアの幾つかの国々

は、アセアン経済共同体(ASEAN Economic Community)を介した地域統合に向けての義務の一部とし

て、マドリッド議定書を実施する準備を行っている。 

カンボジアは、多くのオブザーバーの予想を超え、2015 年 3 月 5 日、マドリッド議定書に加盟し、2015

年 6 月 5 日に施行した。カンボジアは、迅速に動き、ベトナム、シンガポール、フィリピンに続いて、マドリ

ッド議定書に加盟した第 4 番目の ASEAN の国であり、タイ及びインドネシアのような隣国を追い抜いた123。 

カンボジアの商標弁理士はマドリッド議定書を理解し、新しい制度を扱う仕事を行うことを確実にさせるた

めに、知的財産局(DIPR)は制度について商標弁理士を教育するために複数回の会議を行った。 

知的財産局 Website  

知的財産局(DIPR)は、2016 年、カンボジアの知的財産権に関する広い範囲の情報を訪問者に提供する

最新式のウェブサイトを立ち上げた。ウェブサイトは、知的財産局(DIPR)の方針を説明し、知的財産に関

する新しい情報を提供する。知的財産に関する部署は、すべての知的財産権を分かり易く説明し、平均

的な消費者に対して多くの技術的な問題を明確化し、カンボジアにおける知的財産の理解を広める。 

他の重要な機能は、規則の手続面を明確にする規則及び政策文書を含む知的財産法及びその規則に

関するウェブサイトのデータベースである。カンボジアでは法律及び規則を探すことは難しいが、知的財

産局(DIPR)は知的財産権者にとって非常に便利なデータベースを有する。 

また、ウェブサイトは、ユーザーが知的財産局(DIPR)自身のデータベースと東南アジアの国々をカバーす

る ASEAN TMView ベータベース(ASEAN TMView database)とを切り換えられる、カンボジアの登録商標

のデータベースを有する。 

商標登録出願の電子出願(E-Filing) 

他の最近の政府の実績は、商標登録出願の電子出願(e-filing)の実施である。WIPO により提供された技

術チームは、カンボジアがマドリッド議定書の要件を満たせることを確実にするため、システム開発を支援

した。 

2017 年 5 月 25 日に開始された電子出願制度は、商標登録出願の処理を効率化することを目的とし、こ

れにより登録手続がより速くなり、カンボジアのより正確な商標のデータベースになると我々は考える。 

                                                   

123 http://www.tilleke.com/resources/cambodia%E2%80%99s-swift-accession-madrid-protocol 

http://www.tilleke.com/resources/cambodia%E2%80%99s-swift-accession-madrid-protocol
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シンガポールの特許及び意匠の再登録(Re-registration) 

2015 年 1 月 20 日、工業・手工芸省(MIH)は、シンガポールで特許付与を受けた特許権者は簡単な再

登録手続でカンボジアにおいて保護を受けられることができる、シンガポール特許庁(IPOS: Intellectual 

Property Office of Singapore)との工業所有権における協力に関する覚書を締結した。 

この手続を実施するために、カンボジアにおけるシンガポール特許の再登録に関する省令が採択され、

2016 年 7 月に施行された。工業・手工芸省(MIH)が上述の覚書を締結した後、カンボジアは最初の特許

を付与したことは注目に値する124。 

日本の特許の付与円滑化 

2016 年 5 月 4 日、工業・手工芸省(MIH)と日本国特許庁(JPO)との間で、特許の付与円滑化に関する協

力(CPG: Cooperation for Facilitating Patent Grant)が署名され、これにより、特許が既に日本で審査さ

れて付与された場合、出願人はカンボジアに出願された特許出願に関する早期付与を申請することがで

きる125。 

特許協力条約(Patent Cooperation Treaty) 

2016年 12月 8日、カンボジアは、特許協力条約(PCT: Patent Cooperation Treaty)の 151番目の締約

国になった。従って、2016 年 12月 8 日以後に出願された国際特許出願は自動的に、カンボジアを指定

国に含まれる。 

さらに、2016 年 12 月 8 日以後、カンボジアの国民及び居住者は、PCT の国際出願を出願できる。カン

ボジアの国内出願人は、国際出願を出願すると、特許調査を行う機関として、シンガポール特許庁(IPOS)、

日本国特許庁(JPO)、欧州特許庁(EPO)から選択することができる。PCT の下、加盟国に出願された国際

出願の出願人は、出願の優先日から原則 30 月以内に、特許の保護を他の加盟国に求めるか否か決定

する126。 

ヨーロッパ特許の認証(Validation of European Patents) 

2017 年 1 月 23 日、カンボジアは、ヨーロッパ特許の認証に関するカンボジア王国と欧州特許庁との間

の協定(Agreement on Validation of European Patents with the EPO)に署名した。カンボジアは、それ

ぞれのヨーロッパ特許出願により保護を可能にする世界 43 ヵ国の中で、自国内でヨーロッパ特許を有効

／承認する最初のアジアの国である。2017 年 7 月 1 日以後、カンボジアで特許を有効にしたいヨーロッ

パ特許出願人は、この新しい手続の恩恵を受けることができる127。 

意匠に関するハーグ協定(The Hague Agreement) 

2016 年 11 月 25 日、意匠の国際登録に関するハーグ協定のジュネーヴ議定書の加盟準備をしている

カンボジア政府によって、加盟のためのすべての法律文書が WIPO の国際事務局の事務局長に寄託さ

                                                   

124 http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia 

125 http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia 

126 http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia 

127 https://www.epo.org/news-issues/news/2017/20170123.html and  

http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia 

http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia
http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia
http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia
https://www.epo.org/news-issues/news/2017/20170123.html
http://www.tilleke.com/resources/new-options-accelerate-patent-registration-cambodia
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れた。2017 年 2 月 25 日、カンボジアの加盟は効力を生じ、カンボジアはハーグ協定の 66 番目の締約

国になった。 

ハーグ協定は、一つの国際出願で得られた複数の登録により登録意匠の国際保護を可能にする。商標

の国際登録のマドリッド議定書のように、ハーグ協定により、それぞれの国の知的財産局又は WIPO の国

際事務局に出願された一つの出願を介して、外国企業がカンボジアで意匠の保護を受け、カンボジアの

企業が他の 65 ヵ国の締約国で意匠の保護を受けることができる。 

6.2 模倣品対策及び処分に関する実績 

知的財産権の行使はカンボジアに投入するブランド品を保護する必須の手段である。カンボジアは道半

ばであるけれども、政府は権利行使の重要性に気付いていると思われる。権利行使はまだ初期段階であ

るが、政府がこの点を変える措置を講じていることは明らかである。 

東南アジアにおける共通の問題として、贈収賄(corruption)がある。カンボジアも例外ではない。カンボジ

アにおける知的財産権の行使の重要な問題は、関係当局に「非公式な」金銭の支払いを行うことなく、侵

害者に対して関係当局に措置を取らせることである。このような問題は、侵害者が多くの場合、非公式な

金銭で法執行当局をつなぎ留めるという事実によって一層悪くなっている。このような問題はかなり遅いが、

ゆっくりと改善してきている。 

国境措置を含む、知的財産権の行使のための手続に関する政令の立案は、手続と、権利行使に関わる

当局とを明確にし、そして、そのプロセスをより透明化する方向に向って大きな一歩を示すことが期待され

ている。 

特に医薬品、食料品、化粧品、医療機器、及び、カンボジア人の健康や幸福に差し迫った危険性をもた

らす他の模倣品の分野で、政府が措置を講じる必要があることに気付いていることは明らかである。 

さらに健康上のリスクに加えて、政府は、カンボジアが多国籍企業にカンボジア経済に対する投資をさせ

たい場合、ブランド品が侵害からの保護を受けられることを求めることを理解している。以下は、最近の実

績を含む、カンボジアの主要な知的財産権の行使に関する当局の考察である。カンボジアでは判例は公

表されていないので、公式な判決は引用されない。 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC: The Cambodian Counter Counterfeit Committee)  

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、約 8 年前に設立された執行当局であるが、最近まであまり活動

を行っていなかった。カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の責務は、強制措置について、様々な省庁と

法執行機関との間を調整することである。カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、知的財産局(DIPR)、

工業・手工芸省(MIH)、カンボジア輸出入検査不正抑制局(CamControl)、税関、経済警察、司法省・検

察庁、保健省等の 14 の省庁/当局のメンバーから構成された閣僚級委員会である。現在の委員長 Lt. 

Gen. MEACH Sophanaは、カンボジアにおける知的財産権の行使に力を注いでおり、カンボジア模倣品

対策委員会(CCCC)が捜査、摘発、カンボジアにおける他の強制措置を統合することを支援している。 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)及びその委員長は、カンボジアにおける知的財産権を保護する責

務を担い、そして現在、公衆の健康及び安全に関連する最も差し迫った侵害に取り組むことに焦点を合

わせている。カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は最近、医薬品、化粧品、食料品、公衆の健康及び

安全に差し迫った危険性をもたらす類似商品の模倣品を対象にした。 
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カンボジア模倣品対策委員会の実績 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の最近な大きな実績は、2017 年上半期、6 週間のおとり捜査の後、

約 70 トンの化粧品の模倣品を押収した摘発を行ったことである128。摘発は、2017 年 3 月と 4 月に行わ

れ、複数の容疑者の拘束と、製造拠点及び倉庫の廃業と、模倣品の押収と、模倣品を製造するために用

いられた製造機器の押収という結果に繋がった。カンボジア模倣対策委員会(CCCC)は、起訴するために

証拠を検察官に引き継いだ。摘発後の記者会見で、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の委員長は

「これは、我々が取締りで押収した偽化粧品の過去最大の数量である」と述べた。これらの模倣品には、

日本の人気ブランドの化粧品の模倣品も含まれていた129。 

押収した化粧品を検査するカンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の委員長 MEACH Sophana 

 

 

出典: Associated Press 

2015 年 4 月、カンボジア国家警察は、プノンペンで 100,000 個以上の医薬品の模倣品を押収し、一人

のカンボジア人を拘束した。内務省の職員は、10 種類の異なる未承認医薬品がこの摘発で押収されたと

述べた。容疑者は裁判所に移送されたが、本件の判決は公表されなかった130。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

128 https://www.cambodiadaily.com/news/thirty-tons-of-fake-cosmetics-confiscated-in-latest-bust-130300/ 
129 http://news.xinhuanet.com/english/2017-05/08/c_136266240.htm 
130 http://www.phnompenhpost.com/national/cops-seize-400-cases-counterfeit-meds 

http://news.xinhuanet.com/english/2017-05/08/c_136266240.htm
http://www.phnompenhpost.com/national/cops-seize-400-cases-counterfeit-meds
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医薬品の模倣品が梱包された箱 

 
 

出典: Phnom Penh Post 

2015年、シェムリアップの経済警察は、アメリカのブランド North Faceの衣料品を販売する 

7 店舗を摘発した。ブランド品の企業が経済警察に告訴した後、約 1,000 点の模倣品が商標権侵害によ

り押収された。これらの店舗は、模倣品の販売を繰り返さない旨の同意書に署名した131 。事件はシェムリ

アップの裁判所に移されたが、判決は公表されなかった。 

  

                                                   

131 http://www.phnompenhpost.com/business/raids-net-apparel-knock-offs and 

http://www.phnompenhpost.com/business/siem-reap-raids-net-counterfeit-north-face-gear. 

http://www.phnompenhpost.com/business/raids-net-apparel-knock-offs
http://www.phnompenhpost.com/business/siem-reap-raids-net-counterfeit-north-face-gear
http://www.phnompenhpost.com/sites/default/files/styles/full-screen/public/field/image/68_vdo2.jpg?itok=WPzuHp3F
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シェムリアップで、押収した商品をトラックに積み込む当局職員 

 
 

出典: Phnom Penh Post 

 

2010 年、並行輸入に関する事件がカンボジアの新聞で取り上げられた。オランダのビール会社

Heineken は、カンボジアに独占販売店を有し、この販売店に正規の Heineken ビールを輸入販売する

独占権を与えていた。新聞によれば、他社が、独占販売店の承諾を得ることなく、カンボジアに正規の

Heineken ビールを輸入した。カンボジアにおける Heineken の商標を付した商品を独占的に使用（及び

輸入販売）する販売店の権利を侵害していたので、並行輸入されたビールは当局によって押収された132。 

6.3 模倣品に対する企業の対策 

3.1 節から 3.3 節において上述したように、カンボジアにおける権利行使は未だ、発展途上である。以下

に、カンボジアにおいて模倣品を発見したときに、企業又はその代理人が通常取り得る措置について説

明する。 

詳細は 3.1節で説明したので、以下の説明は要約に過ぎない。我々は、通常の措置を説明し、(可能な範

囲で)費用見積及び時間見積を提供する。以下に述べた料金は概算金額であり、VAT、その他の雑費は

含まれない。 

  

                                                   

132 https://cambodianlaw.wordpress.com/2010/09/22/give-me-that-beer-parallel-imports-of-heineken-seized-by-

cambodian-authorities/. 

https://cambodianlaw.wordpress.com/2010/09/22/give-me-that-beer-parallel-imports-of-heineken-seized-by-cambodian-authorities/
https://cambodianlaw.wordpress.com/2010/09/22/give-me-that-beer-parallel-imports-of-heineken-seized-by-cambodian-authorities/
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6.3.1 企業が模倣品を発見した場合の対策 (模倣品対策に対する時間及び費用を含

む) 

調査(Investigation) 

強制措置を取る前に、知的財産権者は、(侵害者の特定、商務省への届出、実際の住所等を含む)侵害

者についての情報を得ようとしなければならない。そして、後の訴訟のために、 (サンプル、レシート、写真、

侵害評価等を含む) 侵害の証拠を集めなければならない。 

さらに、企業は場合によっては、模倣品の供給業者及び／又は製造業者についての情報を得るために、

調査を行う。 

 時間 & 費用 

模倣品の種類、侵害者の種類、侵害者のロケーション、及び他の要因により、市場調査又は綿

密な調査が望ましい場合がある。これらは、オンライン、オフライン、又はこの 2 つの組合せで行

われる。例として、調査費用は、500 米ドルから約 7,000 米ドルである。調査及びその分析は通

常、完了するまでに、約 2～4週間かかる。 

停止要求書 (Cease-and-Desist Letter) 

多くの場合、調査が終了した後、知的財産権者は停止要求書(CD letter)の送付に進むことができる。  

 時間 & 費用 

停止要求書は 1 ターゲット当り約 1,500 米ドルかかり、そして、準備、承認、署名、送付に通常約

1 週間かかる。場合によっては、1 又は 2 回のフォローアップレター又は電話が必要であり、この

料金に中に含まれる。我々の経験によれば、小規模小売店はめったに損害賠償を支払うことが

できないけれども、停止要求書を受け取った後、小規模小売店は大抵速やかに従う。 

知的財産局の行政手続(DIPR Administrative Proceedings)  

停止要求書が無視された場合、行政手続が知的財産局(DIPR)で開始され得る。行政手続では、企業は

申請書(petition)と証拠(例えば、上述の調査結果や停止要求書)を知的財産局(DIPR)に提出し、そして、

1又は複数回の尋問が行われ、そして、当事者の間に立って仲介役を務める。 

また、知的財産局(DIPR)が行政手続を開始することは、損害賠償を軽減して平和的に解決するための知

的財産権者の行為の重要な証拠として役立ち、必要であれば、その後、それらはカンボジア模倣品対策

委員会(CCCC)及び裁判所に提出される。 

 時間 & 費用 

相手方の数と相手方の戦略により大きく変わるので、行政手続にどの程度の時間がかかるのかを

見積もることは難しい。侵害者が一人であると仮定した場合、通常の行政手続では 2、3 回の尋

問が行われる。このような場合、妥当な見積額は約 3,000–5,000 米ドルである。この見積額には、

提出物を準備し、尋問に出席し、侵害者と交渉し、和解契約書を準備し、そして、場合により知的

財産権者に状況を報告するための料金が含まれる。 
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国境での摘発及び/又は押収 

知的財産権者は、摘発を行うために、あるいは、国境での模倣品の輸入品を押収するために、カンボジア

模倣品対策委員会(CCCC)に、経済警察、税関、又はカンボジア輸出入検査・不正抑制局(CamControl)

と連携するように要請することができる。カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、非常に新しい組織であ

るが、現在、(医薬品、化粧品、食料品等の)有害な模倣品にかなり力を注いでいるので、不用心な消費者

に害をもたらすことがほとんどない衣料品等の模倣品であっても、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)

の支援を求めることは価値があるかもしれない。カンボジアではまだ、税関登録制度は利用できないが、

企業が特定の模倣品の輸送に関する情報を有している場合、国境措置を取ることができる。 

 時間 & 費用 

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)はまだ新しい組織で、職務に関する経験が浅いので、カン

ボジア模倣品対策委員会(CCCC)を介した強制措置をとるために必要とされる時間を見積もること

は難しい。また、カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)の予算は限られていることを考慮すると、

カンボジア模倣品対策委員会(CCCC)は、侵害品のラボラトリー分析や当局に対する証言等含む

様々な種類の支援を知的財産権者に求めるかもしれない。 

訴訟(Litigation) 

商標権侵害は、民事訴訟及び刑事訴訟を引き起こす可能性がある。訴訟は、侵害により被った実際の損

害を回復し、そして、侵害者に対して仮差止命令又は差止命令を得るために、開始される。3.3 節で説明

したように、クライアントはほとんど訴訟を選択しない。 

 時間 & 費用 

カンボジアでは、どのような形式の訴訟であれ、時間がかかり、数年を要する。一般的な事件の

場合、下級審で(訴訟提起費用、雑費、VAT を除き)約 20,000 米ドルかかる。 

6.3.2 模倣品対策に対する経験 (企業が模倣品を撃退することに成功した場合の理

由を含む) 

以下に、知的財産権を行使した場合に、カンボジアの幾つかのタイプの企業との我々の経験を説明する。 

外国企業 

我々は、カンボジアにおける商標権の権利行使に関して多くの外国企業をアシストした。国際的衣料品企

業の国内販売業者がカンボジア国内のある市場で販売されていた未承認の商品を発見した際、この国際

的衣料品企業は我々に依頼した。未承認の商品の一部は正規品であったが、ベトナムから違法に輸入さ

れたもの(並行輸入品)であり、また一部は 2級品であり、さらに一部は模倣品であった。 

我々は市場を調査し、すべての侵害者に停止要求書(CD letter)を送付するための十分な情報と証拠を

得た。侵害者等は停止要求書に応答し、我々との和解交渉に応じることを承諾した。侵害者等は、商品の

製造地を明らかにし、残りの在庫を引き渡し、そして、このクライアントの商標を有する商品を今後販売し

ないことを約束した和解契約書に署名した。 

大規模な国内スポーツクラブがカンボジアの放送局と独占ライセンス契約の交渉中であるとき、当該スポ

ーツクラブは我々に依頼した。取引の当事者は、幾つかの国内ウェブサイト及び衛星テレビ局が許可なく

カンボジアでクライアントのゲームを放送していることを発見し、この事実により地元放送局とのクライアント

の交渉の詳細を明らかにされる恐れがあった。クライアントのゲーム及び他のマテリアルの大部分は、30
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日以上前に外国で放送されていたので、カンボジアで著作権の保護を受けられなかった。(本レポートの

1 章の著作権法に関する説明、及び、以下の 6.4.1 項に記載される権利行使の際に起こり得る問題を参

照のこと。) しかしながら、大部分の放送にはクライアントの商標が取り込まれ、そして、適切な調査及び停

止要求書により、我々はウェブサイト及び衛星テレビ局が自分達のサービスからクライアントの商品を取り

除くことを確約させることに成功した。 

カンボジア企業 

我々は、カンボジアで、知的財産権を行使するカンボジアの衣料品販売業者をアシストした。有名外国衣

料品企業のライセンシー及び輸入業者は、カンボジアの高級品を取り扱う独立店舗で同じブランド品の模

倣品を発見した。我々の調査期間中、我々は、商品及び商品の製造地を特定するために、カンボジアの

販売業者と、外国企業の代理店と協力した。調査により 4 店舗を特定し、すべての店舗は商標権侵害に

基づく停止要求書を受けとった。 

4 店舗すべてが応じ、模倣品の材料調達について打合せの席で明らかにすることに同意した。この情報

は外国の知的財産権者に報告され、Tilleke & Gibbins のベトナムオフィスを介してさらなる措置を取るこ

とが決定された。 

4 店舗すべての経営者は、模倣品販売をやめるというクライアントの要求に同意し、在庫の引き渡しに同

意し、クライアントの要求を守ることを約束する旨の和解契約書に署名した。 

 

6.4 模倣品対策に影響を与える要因の分析 

6.4.1 法令 

カンボジアは、TRIPS 協定の下で義務を遵守するように努め、最終段階に到達しようとしている。政府は、

様々な方法と手段で知的財産権の保護を強化している。WTO へのカンボジアの加盟により、実質面及び

手続面で、カンボジアの知的財産権の法律において多くの進展があった。以下の法律が採用された。 

 標章、商号及び不正競争行為に関する法律 

 特許、実用新案証及び意匠に関する法律 

 著作権及び関連する権利に関する法律 

 種子の管理及び植物育成者の権利に関する法律 

 地理的表示に関する法律 

この法体制はカンボジアを TRIPS 協定の義務及び WTO 加盟国の義務に従っているが、幾つかの重要

な問題が残っている。例えば、カンボジアはまだ、外国の権利者に対して限定された著作権保護を与え、

また、医薬品関連製品の対する特許権を付与せず、認めない。(カンボジアは、著作権については 2021

年までに、特許権については 2033 年までに、それぞれ改正しなければならない。) さらに、知的財産権
の行使は、贈収賄、予算不足、研修不足、及び、知的財産権の行使に関する公衆間での一般的な反感

と間違った理解等の多くの理由のために、国際基準からかなり遅れている。 
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著作権  知的財産権に関する知識を有する権利者は、TRIPS 協定が全ての加盟国にベルヌ条約を遵守

することを要求することを知っている。次に、この国際協定は、加盟国に、他の加盟国で生まれた著作物

について自国の自国民に与えるのと同じ著作権保護を与えることを要求する。 

しかしながら、後発開発途上国であるカンボジアは、2021 年 7 月 1 日迄に、(限定された例外はある

が)TRIPS 協定を遵守し、そして、ベルヌ条約の基準を遵守しなければならない。これは、後発開発途上国

の加盟国に対する 66条 1項のWTOの移行期間の延長に準じ、そして、TRIPS協定の順守 のために後

発開発途上国に対して追加され得る 8 年間により 2013 年の期限が延長された。これにより、期限が延長

されたのは 2度目である。 

これらの義務が履行されるまで、外国の権利者は、自身がカンボジアの著作権及び関連する権利に関す

る法律(著作権法)の第 3 条に規定された次の制限条件を満たさない限り、カンボジアでは著作権等は保

護されないということを理解すべきである。 

 放送は、その組織がカンボジアの本社を有する場合、あるいはカンボジア内の伝達装置から伝

達される場合のみ、保護される。 

 レコードは、その製作者がカンボジアの国民である場合、あるいは、レコードがカンボジアで最初

に固定され、又は最初に発行する場合のみ、保護される。 

 実演は、(1)実演者がカンボジア国民である場合、(2)実演がカンボジアで行われ、あるいは、著

作権法で保護されるレコードの固定された場合、又は、(3)実演がレコードに固定されていないが、

著作権法の保護に適する放送に含まれている場合のみ、保護される。 

 他のほとんどの外国の著作物は、(1)その著作物がカンボジアに居所を有する (カンボジア法に

従い設立され、カンボジアに本社を有する法人を含む) 外国人によって創作されず、あるいは、

(2)著作物がカンボジアで最初に公表され、又は、最初に外国で公表されたが、公衆に最初に伝

達された後、30日以内にカンボジアで公表されない場合を除き、保護されない。 

これらの制限により、実際には、ほとんどの外国権利者は現在、カンボジアの著作権法の自動的な保護を

受けられない133。 

特許権  特許等に関する法律で言及したように、また、WTOの TRIPS理事会によって言及されたように、

医薬品の特許権は特許付与する方法から除外される。理事会は、著作権に関する上述の例外と同様に、

後発開発途上国であるカンボジアの状況に基づいて、このように決定した。TRIPS 理事会によって与えら

れた医薬品関連特許に関する例外は、2033年まで有効である。 

6.4.2 関連機関の公正な意識、スキル、キャパシティ、運用実態 

贈収賄は、東南アジアにおける慎重に扱うべきハードルとして残っており、そして、残念なことに、カンボジ

アはまだ、多くの贈収賄関連の問題を経験している。当局はしばしば、協力しないことを選び、あるいは、

侵害者によって買収される。 

知的財産権の行使の分野における変化や進歩が多くの関連機関で決定されているけれども、他の問題と

して、技術知識の不足、そして、知的財産に関するリソース、特に特許と意匠の分野におけるリソースの不

足が残っている。 

                                                   

133 http://www.tilleke.com/resources/copyright-law-cambodia-limitations-foreign-rights-holders 

http://www.tilleke.com/resources/copyright-law-cambodia-limitations-foreign-rights-holders
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また、法執行機関の職員は、模倣品を識別する知識が不足している。マンパワー及び装備は、現在のとこ

ろ、カンボジアにおける蔓延した知的財産権侵害に対処するには十分ではない。 

さらに、ほとんどの事件が裁判の外で解決されているので、裁判官は知的財産権に関する事件について

経験が不足している。 

上述の問題は近い将来でも依然として残るけれども、当局が現在利用できる技術知識及びリソースにつ

いて不足していることを政府が認識していることは明らかである。政府は、WIPO、世界保健機関、及び他

の国際機関のような機関と協力して、研修を行っている。さらに、政府は上記問題に取り組む民間企業と

の協力も求めている。 

6.4.3 関連機関及び権利者の連携 

当局がカンボジアで制定されている規則及び手続を把握していないことがあるので、カンボジアの多くの

クライアントは当局と直接対応することを避ける。我々は頻繁に強制措置の問題に関して当局と情報交換

を行っているが、明瞭な意思疎通は難しいかもしれない。連携する意欲はあるものの、様々な部署及び/

又は他の担当機関の間でのコミュニケーション・チャンネルを維持する等の問題に当局はしばしばぶつか

る。 

他の課題は、模倣品を区別する方法である。我々は(例えば、税関職員等の)法執行機関の職員が模倣

品を識別することが非常に難しいことを知っている。コピー品はオリジナル品に非常に似ており、あるいは、

職員が正規品に馴染みがないのかもしれない。 

従って、１年に少なくとも１回、このような機関に対して商品識別に関する研修を開催することは、非常に重

要である。研修及び意識向上キャンペーンを行うことによる権利者の利点は、次の通りである。 

 模倣品の危険性及び社会に与える損害に対する公衆の意識を向上させ、その結果、公衆は模

倣品を販売又は購入しなくなること 

 政府職員の意識を向上させ、政府職員に模倣品識別方法に関する教育を行い、その結果、政

府職員が適切な措置を取ることができること 

 知的財産権の行使に関する取り組みの最前線にいる政府職員との連携を構築及び強化できるこ

と 

 権利者と各政府職員との間の協力に対する感謝の意を表し、政府職員等のここ数年の成功した

押収及び手続面の改善について祝辞を述べること 

 政府職員が特定のブランド品に関する問題に対して、あるいは、政府職員が模倣品と疑われるも

のを発見したときはいつでも、政府職員が連絡すべき窓口等を教育できること 

研修に参加する関連機関の利点は、以下の通りである。 

 正規品と模倣品との違いに関する知識を会得できること 

 政府職員が模倣品を発見した場合、政府職員が連絡できる窓口を知ることができること 

 関連機関と権利者及び/又はその代理人との間で、(もしあれば)模倣品の手掛かり/情報源につ

いて情報交換を行えること 

最も良いのは、模倣品に関する手掛かり追い、そして、強制措置を開始する前にこのような情報を効率的

にやりとりするために、権利者及び関連政府機関が、調査を協同して行い、及び/又は、関連する情報の

交換ができることである。 
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6.5 「並行輸入」に関する法的可能性  

並行輸入品は、知的財産権者の許可なく、当該国に輸入された正規品である。タイ及びベトナムなどの隣

国からの非常に多くの並行輸入品がカンボジアに流入し、そして、正規なルートを介して輸入された商品

よりも大抵安い価格で半合法的市場(grey market)にて販売され；また、並行輸入品はアフターサービス

を受けられないので、並行輸入品はカンボジアの組織上の問題である。この点は、低価格と競争し、かつ、

高品質なアフターサービスでブランド品の評判を維持しようと努力する、正規販売業者と外国企業の子会

社に、多大な困難を引き起こす。並行輸入品は、模倣品と同じくらいブランド品の評判を傷付ける場合が

ある。 

並行輸入品はカンボジアでは合法ではない。カンボジアの商標法の第 11 条(a)は登録商標の商標権者

に、商標権者が登録した区分の商品に関して使用できる占有権を与え、これには商品を販売することが

認められる人を管理する権利も含まれる。 

多くの ASEAN の国々とは異なり、カンボジアは国内消尽論に従い、カンボジア国内での最初の正規販売

まで商標権者の権利は消尽しない。例えば、タイ又はベトナムにおいて商標権者の承諾を得て販売され

た商品を、商品の再販に関する商標権者の承諾なく、カンボジアに輸入し、再販することはできない。これ

は、国内消尽論の考え方を遵守して、カンボジアの市場で商品の販売・サービスに対する管理権を登録

商標の権利者に認めて、そして、登録商標の商標権者が別々の市場各々において商品の促進販売の利

益を得られるはずであるという考えに基づいている。このような国内消尽論は特に、商標権者からライセン

スを得た後、販売促進、保証、サービス、修理施設、及び、合法的な国内事業を構築するための他のサ

ービスに投資を行う、国内販売業者及び関連会社に歓迎されている。このような事業者の特典は最初の

国内販売に関する権利であり、そして、彼らの権利は最初の国内販売まで消尽しない。 

国内消尽論は、カンボジアの商標法第 11条(c)に示されている。 

第 11条(c) 

標章の登録により付与される権利は、登録所有者により又はその同意を得て、カンボジア王国に

おいて市販されている物品に係る行為には及ばない。  

外国での販売は「カンボジア王国内で」行われないので、第 11 条(c)は、外国での販売により商標権者の

権利は消尽しないことをはっきりと意味している。従って、カンボジアにおける並行輸入品を介した商標の

承諾のない使用は、登録商標の商標権者の知的財産権の侵害である。 

並行輸入品はカンボジアにおいて禁止されているけれども、並行輸入品に対する救済は、商標法では曖

昧なままである。商標法第 11 条(b)は商標権者に侵害者に訴訟を提起することを認めているけれども、侵

害に対する罰金の安さは偽物及び模倣品をもたらし、そして、並行輸入品に対する罰金は規定されてい

ない。従って、商品登録、税関の義務等に関する法律に違反しない場合、どのような措置が利用でき、そ

して、法律が経済警察に並行輸入品を押収することを認めているか否かは明らかではない。 

カンボジアにおける裁判所の決定はほとんど公表されず、裁判所が法律のグレーエリア(grey areas)をど

のように解釈するのか判断することを難しくさせている。上記 6.2 節で説明したように、ベトナムから並行輸

入された Heineken ビールの押収を含む、2010 年 9 月からの裁判事件がある。当該事件で、ヨーロッパ

のビール会社及びカンボジアの独占販売業者は、当局に、ベトナム－カンボジア国境で、大量の並行輸

入品のビールを押収することを説得した。この事件は、地域の新聞にレポートされたが、損害賠償又は他

の罰金が認められ、そして、新聞記事の実質的な内容が確認されたのか否か、明らかではない。 
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並行輸入品に対する保護を得るために、知的財産権者は自分の商標を登録し、維持すべきであり、そし

て、知的財産権者がカンボジアの独占販売業者を有さない場合、知的財産局(DIPR)に販売契約を登録

すべきである。これにより、販売業者が第三者に対してライセンスされた権利を行使することが認められ、

そして、理論的には、税関当局が登録した販売業者宛ではないブランド品の輸入貨物を保留することが

認められる。 

3 章で詳細を説明したように、カンボジアは現時点、税関登録制度を有しておらず、このことはカンボジア

に流入する並行輸入品を止めるために大きなハードルである。 

 

 


